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Ⅰ住民に寄り添い､相談を受け止める体制づくり 
【重点目標】 

地域住民の声を聴き､すべての職員が相談に対応できる環境を整えます｡ 

関係機関と連携･協働し､切れ目ない支援を行います｡ 

 

１－１ 相談体制の充実 
住民から寄せられる様々な相談に対し、すべての職員が相談者に寄り添いながら、制度やサー

ビス、関係機関へのつなぎを丁寧に行なった。 

また、相談員を配置した相談所を開設し、身近な相談所として、相談者の課題解決に向けて

働きかけを行なった。 

 

①総合相談機能の充実 

年間相談数 581 件 

 

②職員研修会の実施 

未実施 

 

③生活相談所の開設 

開設日数 12 日(月 1 回 第 1 月曜日)  相談件数 4 件 

 

④各種貸付事業 

1）生活安定資金貸付 

貸付    3 件 150,000 円 

償還  45 件 310,000 円 

 

2)生活福祉資金貸付(福祉資金､総合支援資金､緊急小口資金等) 

緊急小口資金      貸付 1 件  100,000 円 

教育支援資金(就学支度費) 貸付 2 件  920,000 円 

 

3)高額療養費貸付 

利用者なし 
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１－２ 地域ニーズの早期発見と支援のしくみづくり 
民生委員児童委員が行っている 70 歳以上の一人暮らし高齢者の安否確認のための訪問に

ヤクルトを提供するとともに、地域ニーズや課題等の共有を図った。 

生活支援コーディネーターは、アウトリーチや相談対応を通して、地域資源や生活ニーズの把握を

行い､地域住民やボランティア､団体や企業と連携し､担い手の養成・社会資源の発掘・サービス

の開発等、生活支援体制の構築に努めた。 

 

①ひとり暮らし高齢者｢愛のヤクルト｣訪問事業《共同募金地域配分事業》 

訪問対象者 311 名     提供本数 13,442 本 

 

②生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ受託事業《町受託事業》 

活動件数 

第 1 層コーディネーター(佐藤)  延べ 1,573 件 

第 2 層コーディネーター(川端)  延べ    803 件 

( 原 )  延べ    628 件 
 

１－３ 関係機関との連携強化 
地域住民に近い支援者である民生委員児童委員の事務局を務め、定例会開催のサポートを

行うほか、活動相談や情報の共有を図り、同行訪問の実施など連携の強化を図った。 

各種会議への参加を通して町や関係機関との関係を構築し、情報の共有を密にするなど連

携・協働を図った。 

 

①亘理町民生委員児童委員協議会運営支援(事務局) 

 

②各種会議への参加 

年間を通して健康福祉連絡会議･地域ケア会議等に積極的に参加した｡ 
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Ⅱ 互いに育み合うつながりづくり 
【重点目標】 

一人ひとりの存在と多様性を認め合い､それぞれが役割を持って自分の力を活かし､

誰もがつながり支え合える地域づくりを推進します｡ 
 

２－１ 活動の担い手･団体の支援･育成 
地域で行われる集いの場が継続されるよう、活動費の助成や研修会の開催で活動のバックアッ

プを行うとともに、担い手からの活動相談や新規立ち上げなどの相談に応じ、活動のサポートを行

なった。 

当事者やその支援者が集う会の運営を行い、当事者同士の交流が育まれるよう支援した。 

 

①いきいきサロン｢あづまっせ｣活動支援《町補助事業》 

サロン研修会の開催 

3 回開催 延べ団体数 55 団体 84 名 

活動助成 

団体数 32 団体   助成額 746,866 円 

 

②ボランティアネットワーク亘理運営支援(事務局) 

総会      1 回 

会議    11 回 

 

③亘理視覚障害者福祉協会の運営支援(事務局) 

総会      1 回 

役員会      7 回 

勉強会･交流会     2 回 

宮城県視覚障害者福祉大会    1 回 

視覚障害者情報交換会    2 回 
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２－２ 福祉教育の推進 
全世代の対象とした福祉教育が推進できるよう、小学校での福祉体験学習だけでなく、夏休み

ボランティア講座では中学生への働きかけを行い、地域での学びを深めた。 

福祉出前講座や社会福祉研修会においては、一般町民を対象とした福祉教育を行なった。 

 

①福祉体験学習の実施 

キャップハンディ体験学習の開催 

開催小学校数 3 校  開催回数 6 回  延べ参加者数 139 名 

※詳細は､別紙資料 1 

 

②福祉教育サポーターの養成 

未実施 

 

③夏休みボランティア講座｢ぼらすく｣の開催 

3 回開催 延べ参加者数 41 名 

※詳細は､別紙資料 2 

 

④社協福祉講座の開催 

6 回開催 延べ参加者数 168 名 

※詳細は､別紙資料 3 

 

⑤亘理町社会福祉研修会の開催 

日  付 12 月 20 日  会  場 亘理町中央公民館大ホール 

参集者数 100 名 

表彰の部 会⾧表彰 3 名 

感謝状贈呈 7 法人及び事業所 

講  演 『地域共生社会をどう創るか? ~背景の理解と具体的な事例を元に~』 

講  師 東北福祉大学総合福祉学部社会福祉学科 准教授 大石 剛史氏 

 

⑥ソーシャルワーク実習の受入れの実施 

東北福祉大学 総合福祉学部 社会福祉学科 1 名 
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２－３ ボランティア･地域活動の推進 
町内でボランティア活動を行う団体や個人が継続的に活動できるよう、活動の相談や助言など

の支援を図った。また、新たに活動をスタートする方が気軽に活動を始めることができるよう、活動の

メニューづくりをすすめており、今後ホームページで紹介を行なう。 

日頃から宮城県社協および近隣市町村との連携を図り、定期的に通信訓練に参加し、多発

する災害に備えた体制づくりに努めた。 

 

①ボランティアセンターの運営《町補助事業》 

 

②災害ボランティアセンターの体制整備と強化 

 

③災害ボランティアセンター運営協定による支援 

災害時相互支援協定 

（宮城県社会福祉協議会及び県内 36 市町村社会福祉協議会） 

仙台都市圏域等市町村社会福祉協議会災害ボランティアセンター相互支援協定 

（仙台市社会福祉協議会を含む 15 市町村社会福祉協議会） 

大規模災害時における災害ボランティアセンター相互支援に関する協定 

（仙南地区社会福祉協議会・名取亘理地区社会福祉協議会） 

 

④災害被災地への支援の実施 

支援対象となる災害の発生無し 

 

⑤各種ボランティアの活動紹介及び講座等の開催 

SNS､ホームページ等を活用し活動等の内容紹介 

 

⑥社協サロン｢ふらっと｣の開催 

12 回開催(会場：亘理町中央公民館) 参加者数 143 名 

 

⑦ニュースポーツ用品の貸出し事業 

延べ貸出団体数 34 件 延べ貸出回数 150 回 

※詳細は､別紙資料 4 

⑧24 時間テレビチャリティー募金への参加 

8 月 30 日､31 日ヨークベニマル亘理店に募金箱設置 募金額 19,723 円 
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２－４福祉団体･社会福祉法人との連携推進 
福祉団体や社会福祉法人が会した協議の場を持つことは出来なかったが、それに向けたこまめ

な情報交換や情報収集に努めた。 

 

①福祉団体･社会福祉法人との連携 

未実施 
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Ⅲ 自分らしく安心して暮らし続けられる地域づくり 
【重点目標】 

誰もが､その人らしく家庭･地域において安心して暮らせるよう､支援のしくみづくりの

充実を図り､社会参加と自己実現の向上を目指します｡ 
 

３－１ ニーズに応じたサービスの提供の推進 
食品寄付（フードドライブ）の拡充や配布体制の強化を進め、必要な人に継続的な支援の提

供を行い、子ども食堂の安定運営や子どもの貧困対策として、地域や関係機関との連携を強化し、

情報発信にも力を入れた。 

高齢者向けの食事会の充実や参加促進、紙おむつ給付の状況把握と支援体制の改善を行い、

在宅介護者への支援として、情報提供や交流・研修の機会を継続的に提供した。 

福祉車両の貸出、世代を超えた地域交流の場づくりを推進し、地域全体で支え合う体制の強

化を目指した。 

今年度より町受託事業であるファミリー・サポート・センター事業にも力を入れ運営を行なった。 

 

①フードドライブ 

回収受付 42 件(345.9 ㎏) 

ヨークベニマル 389.0 ㎏ セブンイレブン 133.8 ㎏ ファミリーマート 82.7 ㎏ 

 

②フードパントリー(SNS や LINE で情報を発信) 

配付件数 122 件(604.0 ㎏) 

 

③赤ちゃん紙オムツ等贈呈事業 

12 回開催 配付者数 183 名 

 

④ほほえみ事業 

1)子ども食堂｢わたりんりん｣《町補助事業》 

８回開催 延べ参加者数 412 名 

※詳細は､別紙資料 5 

2)学校版子ども食堂｢グッドモーニング｣《県共募助成金》 

3 回開催 延べ参加者数 188 名 

※詳細は､別紙資料 6 
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⑤制服リユース｢おゆずり｣ 

寄付 35 名(305 点)  譲渡 40 名(148 点) 

 

⑥ファミリー・サポート・センター事業の運営《町受託事業》 

1)令和 7 年度新規登録会員数【令和 8 年 3 月末総会員数】 

利用会員 28 人【247 人】 協力会員   2 人【  48 人】 

両方会員   1 人【  27 人】 合       計 31 人【322 人】 

2)活動の調整･把握 

送  迎 104 件  預かり    83 件  送迎･預かり 40 件 

その他 227 件  合  計  454 件 

3)協力会員養成講座の実施 

実施期間 6 月 20 日～7 月 18 日(全 7 日間) 受講者 4 人 修了者 3 人 

4)協力会員向けスキルアップ講座の実施 

8 回開催 延べ参加者数 27 名 

※詳細は､別紙資料 7 

5)交流会の実施 

4 回開催 延べ参加者数 199 名(協力会員 40 名､参加者 149 名) 

※詳細は､別紙資料 8 

6)出張窓口の実施｢出張ファミサポひろば｣ 

12 回開催(月 1 回) 

7)ファミサポだよりの発行 

年 3 回発行(第 42 号､第 43 号､第 44 号) 

 

⑦在宅高齢者､重度障害者紙ｵﾑﾂ給付事業《町補助事業》 

6 回実施(2 か月分/回) 延べ対象者数 819 名 

 

⑧介護家族教室･在宅介護者激励会《町受託事業》 

3 回開催   延べ参加者数 32 名 

※詳細は､別紙資料 9 

 

⑨福祉車両無料貸出事業《共同募金地域配分を活用》 

延べ 200 回(うち運転ボランティア派遣 27 回) 
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⑩短期車いす貸出事業 

延べ貸出件数 31 件 

⑪ひとり暮らし高齢者ふれあい食事サービス｢さざんかの会｣ 

12 回開催   延べ参加者 630 名 

※詳細は､別紙資料 10 

 

３－２ 福祉サービスの質の向上を図る 
介護保険制度改正に対応し、多様化する利用者ニーズに寄り添った質の高いサービス提供に努

めるとともに、重度者や複合的課題を抱える利用者の受け入れ強化を図った。 

ICT の活用によりケアプラン作成業務の効率化と負担軽減を進め、サービスの質向上と担当件数

の拡大による経営の安定化に取り組んだ。 

人材確保および育成を推進し、安定した事業運営体制の構築を図るとともに、関係機関や地域

資源と連携し、世帯全体を見据えた総合的な支援を実施した。 

地域活動支援センターおよび就労継続支援 B 型事業所の安定運営と、指定管理の継続受託

に向けた体制強化に取り組んだ。 

 

①介護保険事業 

1)居宅介護支援事業所 

・居宅介護支援(ケアプラン作成事業)  利用件数 2,070 件 

・介護予防支援(予防ケアプラン作成受託)  利用件数    587 件 

 

2)訪問介護事業 

・訪問介護     利用件数    780 件 

・予防訪問介護     利用件数      91 件 

・日常生活支援事業    利用件数        0 件 

・障害者居宅介護事業等   利用件数    151 件 

・移動支援居宅事業    利用件数      11 件 

 

②指定管理事業 

1)地域活動支援センター｢亘理町ほのぼの園｣《町指定管理事業》 

・平日開設日 242 日 登録利用者数 13 名(延べ利用者数 2,410 名) 

・土曜開設日   50 日 登録利用者数   7 名(延べ利用者数   147 名) 
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2)就労継続支援 B 型｢亘理町ゆうゆう作業所｣《町指定管理事業》 

・開設日       237 日 登録利用者数 20 名(延べ利用者数 2,500 名) 

 

③苦情受付･解決窓口の開設 

 

④第三者委員会の設置 

委員 2 名 

 

３－３ 権利擁護のしくみづくり 
権利擁護の取組として日常生活自立支援事業（「まもりーぶ」）を県社会福祉協議会より受

託し、支援を実施した。 

単身高齢者や身寄りのない方の増加を見据え、判断力の低下による権利侵害や虐待、悪質商

法被害の防止に向け、福祉後見の視点から法人後見の実施体制の整備を進めた。 

 

①日常生活自立支援事業｢まもりーぶ｣事業の推進 

認知症や知的障害･精神障害の方々への金銭管理等の支援を行うなど､住み慣れた地

域で安心した生活ができるよう支援を行なった。 

生活支援員 7 名 対象者(利用者)18 名 

 

②法人後見の体制整備 

利用者なし 
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Ⅳ 安定と信頼の基盤づくり 
【重点目標】 

社協として本来の機能を充実させるため､持続可能な組織の運営強化を図ります｡ 

社協だよりやホームページ､SNS(LINE 等)を活用した広報活動に努めます｡ 
 

４－１ 広報活動の充実 
社協だよりの誌面だけでは伝えられる情報に限りがあるため、ホームページや SNS（LINE 等）と連

携し、情報発信の充実を図った。幅広い年代や多様な状況の方へ情報が届くよう取り組んだ。 

ホームページの定期的な更新を行い、必要な情報を見つけやすい環境整備を進めた。 

 

①社協だよりの発行《共同募金地域配分充当事業》 

３回発行（8 月発行 No.132）、11 月発行 No.133、2 月発行 No.134） 

 

②ホームページ・SNS の更新 

ホームページアクセス数   8,827 件（R7.4~R8.3 の 1 年間） 

フェイスブックフォロワー数     123 人（R8.4.21 現在） 

インスタグラムフォロワー数  1,342 人（        〃        ） 

 

③福祉カレンダーの作成 

町内各施設､賛助会員等 438 ヶ所に配布 
 

４－２ 組織体制の強化と福祉協力員との連携 
理事・評議員に対して、社協事業に関する共通理解の促進と情報共有に努めた。 

福祉協力員を対象とした座談会や、福祉協力員会議の充実を図りたかったが、実施することが

出来なかった。 

 

①理事会､評議員会､監事会の開催 

理事会    5 回開催 

※詳細は､別紙資料 11 

評議員会    3 回開催 

※詳細は､別紙資料 12 

監事会    1 回開催 
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評議員選任･解任委員会  2 回開催 

※詳細は､別紙資料 13 

 

②各種部会の開催(総合企画･福祉推進･財政･広報部会) 

広報部会     3 回開催 

財政部会     2 回開催 

総合企画･福祉推進部会合同会議 1 回開催 

※詳細は､別紙資料 14 

 

③理事､評議員研修会の開催 

未実施 

 

④地区座談会の開催 

座談会としては実施出来なかったが､福祉協力員を委嘱している行政区⾧の会議に出向

き､事業説明や協力の要請を行なった｡ 

 

４－３ 地域福祉活動計画の進捗管理 
地域福祉活動計画の着実な推進を図るため、事業評価委員会を開催し、進行管理・評価・検

証を行なった。 

 

① 地域福祉活動計画事業評価委員会の開催 

日  付  10 月 21 日  出席者数 26 名(事業評価委員 16 名､職員 10 名) 
 

４－４ 自主財源の確保と経営の安定 
安定的な財源確保を目指し、社協の活動や取組みを地域住民や企業等へ分かりやすく発信し、

理解促進を図ることで、会費収入の増加に努めた。 

共同募金の目的や配分金による支援内容を丁寧に周知し、協力者の拡大につなげた。 

 

①社協会員制度への加入推進 

普通会費 7,674 世帯 7,592,400 円 

特別会費      83 世帯    166,000 円 

賛助会費    179 団体 1,940,000 円 

※詳細は､別紙資料 15 
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②共同募金活動の推進 

1)赤い羽根運動の実施 

実施期間  10 月 1 日～12 月 31 日まで 

2)歳末たすけあい運動の実施 

実施期間  12 月 1 日～12 月 31 日まで 

3)各種開催会議 

共同募金委員会役員･評議員合同会議、配分調査委員会 各 1 回開催 

4)歳末たすけあい運動配分金事業 

8 事業  延べ対象者 524 名 

※詳細は､別紙資料 16 
 


